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１ はじめに  

平成 23 年 3 月 11 日、東北地方を中心に激甚な被害を引き起こした東日本大震災は、我々

に多くの教訓を残した。  
政府は、史上初となる全国規模での政府直轄の食料の調達を実施し、最大約 50 万人の

避難者を対象に 40 日間で 2600 万食の食料、ピーク時には 1 日３食（150 万食 /50 万人）

の主食を全国から調達し、被災地に送った１）。しかしながら、実際はガソリンや輸送車両

の不足などの原因により、発災から数日が経過しても食料が届かず、飲まず食わずの状態

で過ごした避難者も多く存在した。このことは、大規模災害の発災直後の数日は食料が届

かないものとして、各家庭で食料を備蓄しておくことが必要であることを示している。 
昨年 12 月、政府が発表した首都直下型地震の被害予測に関する報告によれば、発災後 2

週間で最大で約 720 万人と東日本大震災の 10 倍以上の避難者が発生すると予測しており、

被災地においては、これに備えて 1 週間分程度の食料・飲料水などの備蓄に努めるよう勧

めている２）。しかしながら、同報告には、1 週間の食料備蓄の根拠について具体的な記述

はなく、負担を強いられる個人にとって、納得しがたいものとなっている。 
本報告では、東日本大震災における政府に対する自治体の食料供給要請の状況から、食

料備蓄の必要量を検討するものである。 
２ 分析の手法  
 ここでは、日当り食料供給数から、震災発生後の食料供給の変化を検討した。平成 23
年 3 月 12 日から 4 月 20 日までの政府が実施した避難者者向けの食料供給（調達）に関し、

著者が収集整理したデータ（調達を開始した月日、食料の種類、食料の量、調達地域、供

給先）を分析データとした。被災県が国に要請した期日のデータがほとんど残っていない

ため、被災地の要請に基づき、国が食品企業に対して調達を指示した月日を用い、食料供

給の要請が発生した日とした。日当たりの食料供給要請量は式（１）より算出した。 
Sｄ=Sｔ /Rｄ・・・・・式（１） 

  ここに、 Sｄ：食料供給要請量：避難者当たりの 1 日の主食の食数（食 /人 /日） 
Sｔ：国が 1 日に調達した主食の食数（食 /日） 
Rｄ：避難者の数（人） 

３ 分析結果  
 図―１は、式（１）により求めた、岩手県における避難者 1 日当たりの食料供給要請

量（国が調達した主食の食数）の推移である。  
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・発災直後の 2 日間は、避難者一人当たりの食数が 1 食を下回っており、自治体が備蓄を

保有していたとしても、食料事情は非常に厳しい状況であった。 
・発災から 3 日が経過（3/14）した後は、食料供給要請量がおよそ 3 食を超えるようにな

り、数字上、避難者の食料は充足する。 
・発災から 10 日が経過（3/22）すると、避難者数は減少していないのに、食料供給要請

量が激減する。これは、自治体が国以外の支援や民間物流などにより食料を調達できる

ようになったことが分かる。  

 

4．考察  
今回の分析から、発災直後の 3 日間は自治体も被災状況を把握できず、十分な食料が確

保できない。一方、10 日間を経過すると電気、ガス、水道、道路なども回復し、国からの

食料調達に依存しなくても、被災地のスーパーや食料品店で食料が手に入る状況になる。 
こうしたことから、3 日間から物流が復旧する 10 日間を念頭に食料備蓄を行うとことで、

大規模災害の備えとなることが分かる。なお、首都直下地震は、先の東日本大震災よりも

被害規模が大きく、食料の流通のみならず生産に対しても大きな被害が発生することで、

一層の食料供給不足が長期間継続する可能性があり、より慎重な対応が求められる。また、

被災地への国の調達した食料が到着するのは、食料調達（12 時間）及び輸送手段の調達（30
時間以上）に要した時間 3)、企業間の調整、輸送時間等を考慮する必要がある。 
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図－1 岩手県における国が調達した主食の避難者当たり食数の推移 

Fig-1 Trend of Staple food supply for refugees at Iwate prefecture 
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